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( 2 ) 協力意向調査時点で対象となった総数1，843の市区町村ー 中， 14において
自治会等の存否不明， 7において Oであるとの自答を得た。 1980年に行われ
た自治省の調査においても， 3278自治体中， 8で0，7で把握なし・不明で
あった(杉田 1981: 37)。さらにさかのぼっていえば，占領終了後， 1956年
の時点で98%の市町村に存在と推定されていた(佐久間 1957: 30)。
( 3 ) 総務省調査(上記)によれば2008年現在で294，359，この調査での最大値
は1992年の298，488であった。第2章参照。
( 4 ) 1972年から選挙ごとに行われる「明るい選挙推進協会Jの標本調査 (r. 
-選挙についての意識調査.Dによれば，最高値は1986年の69.7%，2003年に
は58.8%，2007年には40.4%である。第 1章図 1-3参照。

























































































(4)日本の全市区町村を対象に調査(1，827市区町村ーの 4部署に配布， 1 ，1l0~ 
1，179の市区町村からの回収)を行うとともに， (5)韓国， (6)ドイツ， (7)アメリ
カ， (8)中国の各国に対して同様に市民社会組織に関する調査を企画し，これ
している。また Readand Pekkanen eds. (2009)を参照。
(10) 後述，第 1章の方法論を参照。コードブックは辻中編(2009a)を参照。
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とについては，多くの論者に共通している (Diamond1994 ;辻中 2002a，b ; 






























































( 2 ) 大野によれば，限界集落とは， 165歳以上の高齢者が人口の50%を超え，
独居老人世帯が増加し，このため集落の共同活動機能が低下し，社会共同生
活の維持がi召集Ií~な状態にある集落J である(大野 2005 : 23)。



























るために非私的組織 (N. 10， 営利
企業
政府
家族 Non Intimate Organization)が位
置づけられる。これらの組織か




( 5 ) このliQ式は重富 (2002)を参考に作成した。この他，ペストフ(1998=
2000)などでも!可様の図が用いられている。





nam 1993， 1995， 2000) ，社会的パフォーマンスを高める要因として注目され
ている (Knack2002 ;内関府国民生活局編 2003;山内-伊吹編 2005;坂本
2005 ; Nishide 2009など)。そして，このような社会関係資本の形成にとって























る。このようなシステムカ0;-IガJ'{ナンスjとH乎lまれるものである 6 (Rhodes 




ローカル・ガバナンスとして論じられている (Stoker2004; Denters and Rose 
eds. 2005 ;山本編 2008; LI本 2009など)。さらには，コミュニテイ・ガパナ


















る(武智嬬 2004;牛山 2007; ~J~ 員編 2007 ;山本編 2008など)。例えば，行
政が業務の一部を委託することにより団体が政策執行の担い手となることや，
政策過程に市民の声を反映させるためにパブリックコメントなどの制度を整
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( 8 ) もっとも，法人格を得ていない市民活動団体も相当数に存在することに
は注意が必要である。しかし，これらの団体の総体を把握できるデータは現
存していない。











さjがつとに指摘されてきた (Curtis，Grabb， and Baer 1992; Salamon et al. 






なきメンバー達 (membershipwithout advocacy) Jと呼ぶ (Pekkanen2006こ
2008: 20) 12。つまり，日本の市民社会組織は社会関係資本を醸成し，共同体










(12) この表現は， Skocpol (1998)がアメリカの市民社会を称した「メンバーな
































(13) もっとも，国際比較の観点からは， Pekkanen and Read (2003)によって，
キューパ，韓国，ベトナム，インドネシア，中国などの住民自治組，織と比べ
て，日本の自治会はより高い自主性をもっていることが指摘されている。
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反映されてきた。
このような市民社会組織はリードとペッカネンが主張する「行政と市民を
媒介する市民社会組織 (straddlingcivil society) J (行政媒介型市民社会組織)
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表 2-1 近隣住民組織 治公民館，地区連絡会，駐在区など行政との関わ
の名称 りが深いと思われる名称、もみてとることができる。
名和、 数 割合(%) このうち，行政区は後述するように明治以降に行
!主治会 122，916 41.8 政補完組織として設置されたものであり，現在で町内会 66，905 22.7 
i豆 38，880 132 も名称、に名残りがあることがわかる。また，自治
IlfJ会 17，634 6.0 公民館は戦後初期の自治会が禁止されていた時期部落会 6，903 2.3 
1"2てr~、 3，980 1.4 に組織形態を変えて存続したものである(伊藤
その他 37，141 12.6 2007)。部落公民館における住民の学習活動と自ぷ仁~、音i'J 294，359 100.0 
/:1'.典 207{I'.総務省調査 治会活動を一体化して住民自治を推し進める運動



























治会組織の原型となる(秋元 1971;中田 1993a;玉野 1993;鳥越 1994)。
これに対して，都市部においては明治期に入り大量の人口流入がみられ，
それまでの名望家や有力者などによってまとめられてきたIflT内の秩序を維持
( 2 ) 自治会の由来や歴史を扱った文献は多数に及ぶ。本書では概略だけを記
すにとどめるが，詳しくは，吉原 (2000)，田中(1990)，玉野 (1993，2005)， 
鳥越(1994)，Hastings (1995)などを参照されたい。






























( 4 ) もっとも，雨宮 (1997)は戦時中の総力戦体制により日本社会の平準化
が進み，戦後諸システムの原型となったと肯定的な側面も論じている。
( 5 ) 東京都におけるHlT内会の廃止・禁止，占領下における住民組織のはたら
き，および，その後の復活については，高木 (2005)で詳絹に論じられてい
.-;;)0 














































自治会数の推移を示したものである(大日方・勝因・我部編 1984;計倉 1993; 





















( 7 ) 資料収集にあたっては演本真輔氏(日本学術振興会)の協力を得た。記
して感謝する。
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府 (2.8倍)，香川県 (2.2倍)，佐賀県 (2.1倍)では自治会数が2倍以上とな
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( 8 ) 市区町村人口については， r統計でみる市区町村のすがた2007j(総務省
統計局)から2005年国勢調査人口を用いている。なお，合併した市uりすにつ
いては調査時点 (2006年9月)での市町村の人口を用いている。
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表2-2 都市規模・地域ブロックと発足時期(単位 %) 
わからない i絞J首Hi-j 1946- 1956 1966-
55年 65{J三 75年 85if. 95年
N 
村市E川人 5万人未満
53.4 12.8 8.2 5.8 5.5 5.1 3.5 5.8 5，116 
 -10万人未満 49.2 13.0 9.5 6.9 7.7 6.2 3.3 4.2 2，955 
10-20万人未i前 37.1 9.8 11.7 10.4 12.7 8.8 4.9 4.6 2，840 
20-50万人未満 33.7 9.0 13.1 10.5 14.4 8.8 4.9 5.6 2，944 
口 50万人以上 23.3 9.8 23.6 13.8 14.7 7.7 4.4 2.7 1，915 
北海道・東北 34.5 11.3 11.2 lO.8 12.4 9.8 5.2 4.8 2，313 
地j或 関東 33.0 8.8 14.0 12.7 13.1 8.7 4.5 5.2 3，556 北陸信越 53.4 13.7 9.6 5.9 6.6 4.5 2.7 3.7 2，093 
フ東海ロ 46.1 13.9 13.0 6.6 7.5 5.2 3.7 3.9 1，775 
y 近畿 38.8 1L7 11.2 8.2 13.1 8.1 4.3 4.6 1，943 
ク 中国!盟国 46.7 9.7 lL7 7.9 7.8 5.7 3.6 6.9 2，078 
九州 ?Ijl純 52.0 11.4 lO.8 5.2 6.9 5.2 4.0 4.5 2，075 



















































































































































































































































60.3%にものぼる。 5-10万人未満， 10-20万人未満， 20-50万人未満の都
iliでは， 100世帯未満の自治会が40-50%を占めている。これらに対して，人
口50万人以上の大都市は特異な傾向を示している。 50世帯未満の自治会は













501止帯 50-99 100-199 200-499 500 世帝
N 
未満 世話i UJ:倍: Iil:部: 以上
村市町区人 5万人未満
34.7 26.6 20.5 14.0 4.2 5，773 
-10万人未満 27.3 22.7 23.3 18.5 8.2 3，348 
10-2075人未i前 21.8 20.3 23.8 22.8 11.2 3，134 
20-5075人未満 23.7 20.9 20.9 23.7 10.8 3，246 
口 50万人以上 6.0 10.2 20.4 32.0 31.4 2，065 
わからない 36.6 24.9 19.3 13.7 5.4 6.717 
戦前 22.7 20.7 22.0 20.9 13.6 1，776 
1946-55イ手 16.1 17.3 20.6 24.9 21.1 1，888 
主時期 附臼年 14.8 15.2 23.4 27.5 19.0 1，378 
1966-755)三 9.7 18.0 25.2 31.3 15.7 1，608 
1976-85年 12.6 18.8 25.4 30.0 13.2 1，125 
1986-95年 21.5 21.3 24.8 22.9 9.5 656 
1996年一 29.2 22.2 25.6 19.2 3.9 767 
北海道東北 27.8 25.7 23.5 17.2 5.8 2，525 
域地 関東 15.1 17.9 21.9 26.1 19.0 3，857 
北i陸信越 32.9 25.1 22.1 15.2 4.7 2，387 
フ東海
iコ 17.3 21.3 21.0 24.6 15.8 2，009 
ッ近畿 18.3 20.0 24.0 26.1 11.6 2.177 
ク I~:JI豆1.!KlI'il 45.6 21.6 17.6 11.4 3.9 2，310 
九州沖縄 26.9 22.8 21.7 19.0 9.6 2，373 











































































語審 I~I 治会数の割合 箆全世帯数の割合 29.7 
21.7 
100 100- 200- 300- 400- 500- 600-700- 800-900- 1000 
未満 199 299 399 499 599 699 799 899 999 以上























なり，大規模な自治会ほど 平均値標準偏差中央値 N 
1世帯当たりの財政規模は
iz自z 〉、
501止;許未満 70.0 95.1 44.5 3，530 
50-991止帯 134.4 162.0 95.2 3，345 
小さい。 50世帯未満の自治 の 100-199世帯 207.9 262.7 145.3 3，444 
会では平均値が2.475円で ti入t 又
200-499世帯 320.6 332.5 246.0 3，273 
500世帯以上 640.2 583.8 490.0 1，677 
あるのに対して， 500位帯 全体 231.5 335.8 135.0 15，269 
}j、上の自治会では0.7万円 の 1 50世帯未満 2.4 3.3 1.6 3，530 
総収入世帯当た 田一的世帯
1.9 2.3 1.3 3，345 
である。 100-199世布: 1.5 1.8 1.0 3，444 
ところで，自治会はどこ 200-4991止帯 1.1 1.1 0.8 3，273 
5001止帯以J二 0.7 0.7 0.6 1，677 










501止千w未;前 69.9 8.5 3.9 16.8 3，390 
50-99世帯 65.9 8.2 4.0 19.0 3，292 
100-199i止帯 65.0 9.0 3.9 16.8 3，396 
200-499世帯 65.4 9.9 4.7 14.8 3，237 
500世帯以上 62.7 12.4 6.0 14.4 1，653 
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66-75年， 75-85年， 86-95年， 96年以降という 10年刻みの 8カテゴリであ
る。加入世;帯数は， 50世帯未満， 50-99世帯， 100-1991企苦， 200-499世帯，
500世帯以上の 5カテゴリである。市区町村の人口規模は， 5万未満， 5-
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表2-6 属性と地域の特徴による自治会の類型(単位:%) 
クフスター 1 クフスター 2 クフスター 3 クフスタ -4 全体
わからない 70.3 0.0 50.1 0.0 42.0 
戦]IIJ 15.2 0.0 19.9 0.0 11.2 
1946-55年 11.4 0.0 30.1 0.0 11.9 
0.0 1956-65~1三 3.1 0.0 37.1 8.7 
Yフじ金ノ1ミニ!iノドF 
1966-751ド 0.0 14.6 0.0 40.6 10.1 
1976-85年 0.0 25.8 0.0 17.8 7.1 
1986-95if. 0.0 25.0 0.0 3.7 4.1 
未満
加入
50-991止;i苦 28.5 27.3 12.9 11.9 21.4 
100-199111;1背 18.0 24.8 23.3 25.2 21.6 111;iî~:~ 
200-4991止帯 6.5 16.7 35.2 36.5 20.6 
5001止慌:以上
5万人未満
5-10万人未満 24.9 20.9 12.6 11.2 18.7 
TljlRIIT付 10-2075人未満 11.8 17.5 23.4 25.9 18.1 
人口 20-5075人未満 7.2 14.1 30.9 32.1 18.6 
50万人以上 0.0 2.8 29.3 24.6 12.1 
農林水産あり 64.8 37.2 34.8 15.2 44.1 
業JFJj也 なし 35.2 62.8 65.2 84.8 55.9 
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以上の 4つ 図2-7 自治会の類型
のクラスター
大都市 ブミm模






-自治会規模 クラスター 2 クラスター 1
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章末付録表2-8 都道府県ごとの自治会数の推移
1日和 平j瓦 平Ji見 平成 変化率(昭和 変化率(平成 8
21:q三 8 ir=- 14:11: 20ir 21と三f]i文20) と平]&20)
l 北海道 10，304 16，436 15，594 15，467 50.1 -5.9 
円4 三1三1三オ材モ、l巧悶て 2，386 3，586 3，353 3，307 38.6 -7.8 
3 岩手県 4，004 3，687 3，880 4，105 2.5 11.3 
4 宮城県 3，493 4，991 4，753 4，813 37.8 -3.6 
5 f火!日県 4，242 5，679 5，805 5，274 24.3 7.1 
6 L Li JI:~県 3，715 4，378 3，671 4，076 9.7 -6.9 
7 福島県 5，033 6.054 6，415 6，331 25.8 4.6 
8 茨城県 8，318 12，151 13，540 13，459 61.8 10.8 
9 栃木県 3，802 4，530 4，003 4，470 17.6 -1.3 
10 群馬県 3.722 3，154 3，003 2，845 -23.6 -9.8 
11 J育玉県 4，465 7，087 7，213 7，195 61.1 1.5 
12 千葉県 5，974 9，580 9，734 9，452 58.2 1.3 
13 東京都 3，034 8，739 8，717 8，962 195.4 2.6 
14 神奈川県 2，783 7，057 7，309 7，281 161.6 3.2 
15 新潟県 7，040 8，601 8，773 8，182 16.2 -4.9 
16 'i言Lt県 3，459 4，459 4，481 4，545 31.4 1.9 
17 石)1県 3，048 3，033 3，965 4，037 32.4 33.1 
18 福井県 3，106 3，659 3，766 3，879 24.9 6.0 
19 山梨県 2，136 2，561 2，452 2，170 1.6 15.3 
20 長野県 8，053 5，116 5，750 7，105 -11.8 38.9 
21 Ih支i手県 5，624 8，941 9，408 5，462 -2.9 -38.9 
22 静岡県 4，465 9，138 5，158 5，151 15.4 -43.6 
23 愛知県 6，992 12，418 11，368 13，218 89.0 6.4 
24 三重県 4，634 3，371 5，678 5，100 10.1 51.3 
25 滋賀県 2，490 3，244 3，760 3，522 41.4 8.6 
26 }支部!荷 5，738 3，531 3，597 3，4日 -39.8 2.2 
27 大阪府 4，574 12，557 12，678 12，982 183.8 3.4 
28 :!，l<-}fjfVft- 5，948 10，058 10，359 10，579 77.9 5.2 
29 奈良県 2，462 3，753 3，893 3，937 59.9 4.9 
30 fIHf5:LJ県 2，873 3，709 4，050 3，940 37.1 6.2 
31 鳥取県 2，103 2，713 2，945 2，906 38.2 7.1 
32 島根県 5，032 4，155 6，146 6，337 25.9 52.5 
33 1M] LJJV~ 9，593 14，308 10，755 11，375 18.6 -20.5 
34 広島県 7，531 9，971 10，042 8，449 12.2 -15.3 
35 IJ口県 4，985 7，477 7，309 7，328 47.0 -2.0 
36 徳島県 3，658 6，013 5，359 5，692 55.6 -5.3 
37 香川県 3，126 4，940 7，117 6，895 120.6 39.6 
38 愛媛県 5，742 6，647 6，273 5，439 -5.3 -18.2 
39 I<%知県 3，361 4，536 4，787 4，705 40.0 3.7 
刊誌i両県 5，379 9，106 9，309 11，421 112.3 25.4 
41 佐賀県 2，201 2，484 2.643 2，770 25.9 11.5 
42 長崎県 3，644 3，716 4，617 4，487 23.1 20.7 
43 熊本県 4，832 5，302 5，856 5，664 17.2 6.8 
44 大分県 3，720 4，689 4，518 4，408 18.5 -6.0 
45 宮崎県 2，040 3，062 4，340 3，856 89.0 25.9 
46 鹿児島県 5，256 7，801 7，572 7，256 38.1 -7.0 
47 ilj縄県 1，049 1，056 1，071 2.1 
























表 3-1 自治会の役割についての自己認識 いるのかは後品売




村落型 54.5 59.7 30.4 27.8 24.9 6，688 は自治会が自ら
:;)1三者[¥TI1" 新型 67.0 64.4 27.6 21.9 16.5 2，110 の{支割をどのよ
者l¥il1. 1:1型 61.1 62.8 33.2 23.5 17.6 3，633 
部¥1'1 新型 70.4 67.5 30.1 18.4 11.9 3，094 うに認識してい

























































表 3-2 下部組織あたりの 会，老人会，婦人会など構成員に
加入世帯数(自治会加入世帯数)単位:世帯数 応じていくつかの部局を設けてい
N ることが多い。 5章で触れるが，
501止;市未満 5.7 11.7 1，239 
50-99世情 8.8 11.8 17.2 1，580 これらの部局は自治会とは異なる
100-4991止器: 11.4 17.1 37.2 3，459 地域団体として連携関係にある場
500lit帯幻上 18.7 79.7 170.0 1，004 










ある。しかし， 500世帯以上の大規模自治会では散らばりが非常に大きく， -1:; 
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会の加入世情別に役員 表3-3 加入世帯別の役員数(単位:%) 
数の割合を示したもの 5人 6- 11- 21人
であるく自治会調査向 以下 10人 20人以上
N る役員の割
合(中央値)
3>。なお，役員数カf 501世帯未満 59.5 31.0 8.4 1.2 4，393 17.4 
50-99世帯 27.6 40.8 26.2 5.5 3，793 11.8 加入lit;常数に占める部
100-4991日:帝 16.3 27.4 36.7 19.7 7，376 6.1 
合の中央値も併記して 5001止m:})J二 8.4 17.9 34.1 39.6 7，880 2.0 
いる。


































20% 40% 60% 80% 100% 


























選挙の互選の推薦まわり 指る， その他 N いった都市部
村落型 47.3 7.6 17.7 21.4 0.7 5.4 6，669 で規模の大き
非者1市・新型 40.8 15.6 19.2 17.2 0.7 6.4 2，098 
い自治会で多都市 i日型 39.9 15.4 28.9 7.9 1.0 6.9 3，620 
都市・新型 37.5 18.7 27.3 8.3 0.9 7.2 3，088 くみられる。
全体 42.7 12.7 22.5 15.0 0.8 6.3 15，475 続いて，役村落型 24.7 5.4 10.7 39.2 13.7 6.4 6，367 
非者1市新型 19.3 7.8 12.4 40.1 13.4 7.1 2，042 員の選出につ
都市.，日型 14.9 8.0 15.2 25.1 28.4 8.3 3，580 
いてである。都市新型 14.0 8.4 14.0 32.8 24.4 6.4 3，046 
全体 19.5 7.0 12.7 34.6 19.3 6.9 15，035 最も多いのは
??




































?!i~ 新型 旧型 新型i 全体 型や都市・新型で
選挙 比率(%) 73.1 62.8 64.8 58.3 68.5 低い。都市部で規
N 1，529 387 529 417 2，862 模の大きい自治会
もちまわり 比率(%) 68.3 60.9 53.7 54.3 62.4 
N 2，413 800 872 976 5，061 ほとともちまわりに
役員会の推薦 比率(%) 61.2 52.7 62.1 51.6 57.9 よる順番制という
N 663 245 535 419 1，862 
役員間の互選比率(%) 58.3 56.9 58.1 50.4 56.9 原理が成り立ちに
N 331 153 284 250 1，018 くいことを示して
会長指名 比率(%) 56.8 61.3 56.3 55.3 56.9 
N 848 271 988 720 2，827 いる。
















































2.2 4.9 2.0 4.5 3.0 
ている。村落型や非都市 50代未満 26.3 27.8 11.1 13.9 20.5 
-新型では50代以下のよヒ
年代 50-60代 51.2 45.4 48.9 44.6 48.6 
70代以上 22.4 26.8 40.0 41.5 30.9 
較的若い自治会長が多く N 6，630 2，092 3，600 3，076 15，398 


























































































の主な職業について 2位 新型 !日型 新型
全体
まで尋ねているく自治会
退職者 8.4 8.8 11.1 12.1 9.8 
常勤雇用者 7.5 10.0 6.5 7.3 7.6 
調査問 3，20>。表3- 役員 自営業 4.6 3.1 5.9 3.7 4.5 
7では， 11立を20点， 2 
農林漁業 6.3 2.7 2.4 0.7 3.8 
主婦 0.7 1.8 1.9 3.3 1.6 
位を10点として自治会類 N 6，517 2，067 3，594 3，053 15，231 
型ごとの平均値を示して
退職者 9.9 10.7 12.8 13.9 11.5 
担主な 常勤雇用者 5.9 8.1 4.7 5.4 5.8 
いる。 自営業 3.7 2.5 5.1 3.3 3.8 
役員からみていこう。 ぃ農林漁業
7.4 3.0 2.8 0.8 4.4 
手主婦 1.4 3.0 3.1 4.5 2.6 































































Putnam (1993)が契機である 20 Putnam (1993)は，社会関係資本をネットワ
ーク，一般的信頼，互酬性の規範という 3つの要素から定義している。人々
の間の対面的なネットワークが互いに対する信頼や互酬性の規範を醸成する。
( 1 ) 社会関係資本については様々な議論があるが，代表的なものとして，ブ
ルデュー，コールマン，パットナムなどの議論が挙げられることが多し 3。こ
れらも含め，社会関係資本についてのまとまった論考として， Lin (2001)，宮
)11.大守編 (2004)，稲葉 (2007)，Nishide (2009)などを参照されたい。












して注目されている (Knack2002 ;内閣府ー国民生活局編 2003;山内・伊吹編
2005 ;坂本 2005; Nishide 2009など)。
社会関係資本にはネットワークの構造の違いにより，異なる機能が指摘さ
れている 3 (Burt 2001， 2005; Putnam 2000)。閉鎖的で同質的なネットワーク
構造では人々の相互の結びつきが強く，内部における人々の信頼や協力，結
束力を生む (Coleman1990=2004) 0 Putnam (2000)はこのような性質をもっ
社会関係資本をボンデイング型(結束型)と呼ぶ。これに対して，開放的で
異質なネットワーク構造では，緩やかで弱いつながりでありながらも，様々












(Putnam 1995， 2000; Bowls and Gintis 2002; Silverman ed. 2004 ;石田 2008)。
地縁に基づいた密接な近隣関係は特にボンデイング型の社会関係資本を形成
するのに適している。自治会も一定地域の住民の参加からなる組織であり，
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0% 20% 40% 60% 80% 100% 
霊童80%未満鐙80-89%襲撃90-99% 100% 






































































58.1 24.2 1，902 
42.9 21.4 4，593 
26.0 22.5 8，285 

































































































いの程度とは異なるもの やや j舌発 N 
である。村落部は相対的
j舌3(5; ない 活発
村落型 4.7 10.2 59.8 17.5 7.8 6，623 
にみて，住民向士のつき ~I=者ISTI1 新型 3.1 7.9 46.6 28.0 14.4 2，066 
あいは盛んであるものの，
都市 .1日型 3.6 8.3 45.6 29.4 13.1 3，598 
都市新型 3.1 8.6 43.2 29.3 15.8 3，060 
































村落型 44.3 37.0 43.9 5，993 
非都市・新型 36.6 26.4 38.3 1，932 に何らかの亀裂があるならば，
都市 !日型 34.4 27.0 27.7 3，476 住民間士のネットワークは疎で
都市新型 34.5 23.1 26.3 2，917 





































第4輩 社会関係資本と自治会活動への参加 91 
表4-5 社会関係資本変数の間の相関係数
2 3 4 5 6 7 
i住民のつきあい 1.000 .293** 332** .314仲 268キ本 .253*キ .309* 
N 06，671) 07，162) 07，020) 07，289) (15，503) (13，084) 
2新!日住民の交流 1.000 .591 ** .510** 240*ヰ .206ヰ* 258叫
N 06，587) (16，520) 06，094) (14，415) 02，178) 
3世代Il.¥jの交流 1.000 526キ* .238** 212** 299** 
N (16，889) 06，570) 04，840) 02，554) 
4活動への参加! 1.000 .345料 338*ネ .358料
N (16，441) (14，744) (12，436) 
5総会への参加 1.000 .509** .459*三
N 05，161) (12，811) 
6 ì~f掃美化活動への参1)11 1.000 .433*唱
N (11，819) 
7祭りへの参加 1.000 















自治会類型 平均値標準偏差 N 
村落型 16.4 3.5 5，530 
会関係資本は他の様々な要素からなっ ~Iミ者Ilïlï ・来Jj-J1 15.1 3.5 1，781 
ている。 例えば，一般には自治会に限
都市 IE型 14.2 3.4 3，211 
都市新型 13.9 3.2 2，712 
らずボランティアやNPOといった様 全体 15.2 3.6 13，234 





































































































のうち，重要度については， 15 重要J-11 重要ではないjのそれぞれ
から lをヲiく。それにより，最大値(重要)を 4，最小値(重要ではない)
をOとする。満足度については， 15 満足J~ 11 満足ではないjのそれ
ぞれから 3を51く。つまり，中間の回答を Oとし，満足(2 )とやや満足
( 1 )という回答はプラス，不満足(-2)とやや不満足(-1 )という回答
はマイナスとなるようにする。そのうえで両者を掛け合わせて，市!豆町村ーの
政策に対する評価の指数とする。最大値は 4x 2 =二 8であり，最小値は 4X
-2=-8である。この尺度は，政策に満足であればプラス，不満であれば


































































































係数 襟準誤差 係数 標準誤差
(定数) 11.786** .247 1.669料 .078 
自治会支援 補助金30万「可以上 .252誌 .124 .107永本 .035 
自治会支援措助金10-30万円 .003 .122 .004 .034 
自治会支援:補助金10万円未満 .094 121 一.056 .034 
自治会支援 なし(基準カテゴリ)
自治会支援評価.補助金 .000 010 .006 .003 
自治会支援評価情報 .117** .011 .006 .003 
自治会の目的(親睦) .118 .070 .124件 .020 
親睦活動数 .498料 .043 .083料 .012 
対面情報伝達 .060村 .021 .005 .006 
活動施設確保 .823キ* .032 .008 .009 
集合住宅の多さ -1.485叫 .076 .163料 .022 
単身世論ffi=の多さ 一.264*事 .083 一.011 .023 
人口増加 -.285料 .089 .201 ** .025 
人口減少 .000 .086 一.167** 024 
人口不変(基準カテゴリ)
自治会類型.非都rti・新型 一.744料 .110 .250** .031 
自治会類型・都市 i日型 -1.530** .094 .176** .027 
自治会類型都市新型 -1.579** .097 .281 * .027 
自治会類型.村落型(基準カテゴリ)
社会関係資本 .074料 .003 
自由度調整済み R2 .261 .150 
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83.5 82.0 78.0 
23.1 13.2 19.8 
85.9 79.3 78.1 
55.5 44.1 50.0 
50.9 26.1 43.3 
73.6 60.5 67.8 
71.1 69.7 58.4 
61.5 63.3 49.7 
59.4 59.2 46.9 
83.7 84.9 78.0 
24.9 25.4 21.2 
76.8 73.4 69.1 
62.8 55.5 55.6 
2礼6 23.2 20.7 
19.6 18.4 16.3 
8.9 9.2 6.0 
12.5 11.4 9.6 
5.2 4.1 5.2 
9.5 7.3 7.5 
20.7 17.0 15.1 
13.7 9.1 9.3 
20.7 7.5 24.7 
0.3 0.3 0.3 
1.6 2.0 1.8 
26.6 22.4 21.0 
15.5 14.6 13.2 
82.7 85.4 71.3 
57.7 60.5 51.8 
8.0 8.97.1 

























































































































































市民活動 都市型 行政 性別年齢 !日来型 共通性
団体 既存団体 機関 団体 既存団体
子ども会 一.026 .492 一.158 .437 一.190 .468 
青年国 .031 一.224 .073 .707 .031 .482 
老人クラブ 一.018 .238 一.036 .515 .100 .427 
婦人会 .016 一.076 .041 .730 一.014 512 
介護揺祉団体 .555 .044 .144 013 一.018 .394 
スポーツ サーク jレ .696 .173 一.145 一.029 003 .527 
趣味のサークル .680 .100 一.105 .039 .057 .488 
まちづくり団体 .579 一.092 166 .0臼 .057 .385 
環境団体 .603 一.054 .089 .030 .034 .382 
PTA 一.054 .453 .127 .128 172 .373 
社会福祉協議会 一.018 .641 .112 一.196 .087 .447 
体育協会 .141 .628 一.220 一.029 .118 .447 
i坊犯協会 .032 .435 .335 .026 一.055 .406 
自占{ム口ム:2:;;)、J古ム口ムA 一.002 .479 .275 一.102 一.247 .363 
警察署 一.013 .085 .819 .021 一.010 .720 
消防署 .009 .060 .81 .011 .042 .714 
氏子会檀家組織 一.054 .090 .015 .002 .678 .476 
消i坊団 自警団 一.110 .182 .138 .065 .575 .462 
農協漁協 .103 一.117 一.027 一.022 .731 .535 
他の自治会 .049 .322 .279 一.051 .047 .260 
商j苫会 .265 一.163 .366 .083 .068 256 
国有値 4.347 1.593 1.399 1.11 1.074 
寄与率 20.699 7.587 6.662 5.291 5.113 
ゴチック体は因子負荷量が0.4以上
( 2 ) 主成分分析では基本的に自転をかけないが ここでは解釈を容易にして
実質的な発見を促すために回転をかけることとする。

































市民活動 者Ilïlîlt~ 行政機関 性別・年齢 出来型
団体 既存団体 団体 既存i主体
一均一村落型 --{._ ~Iミ都市・新型
一噛ー者Ilili. IE型 ・4佐・者IT!i・新型





















1:]体 団体 連合会 では，地縁団体，市民団体，自治会連合会
清掃・美化 9.0 3.1 21.4 について，連携している活動のなかで重要
祭り 14.1 1.6 19.8 
なものを 5位までに挙げるように質問してイベント 12.4 2.7 32.4 
防災 5.1 1.4 16.9 いる 4<自治会調査開19>。表5-3には，
消防 7.2 1.0 12.5 
それぞれの団体ごとに 主な活動について防犯 7.0 2.4 17.5 
交通安全 7.4 2.6 15.9 51立までに含まれた活動の割合を示してい
高齢者支援 9.6 5.8 16.7 
る。なお，分析には当該団体と連携してい青少年育成 8.5 3.6 16.7 










































老人クラブ 11.6 22.8 4.7 60.9 13，919 性別によるi也域団体は情報を
婦人会 8.5 20.8 4.6 66.1 9，000 
提供する自治会のほうが多く，PTA 8.6 9.8 14.5 67.1 12，191 
氏子会檀家組織 4.3 9.3 5.9 80.5 7，843 連携している団体の20%程度
消防団 7.3 10.5 10.0 72.2 12，080 
となっている。社会福祉協議社会福祉協議会 11.6 7.9 20.4 60.1 13，771 
体育協会 6.2 7.8 13.3 72.8 9，901 会，体育協会，防犯協会，警
防犯i窃会 8.1 7.7 19.7 64.4 10，346 
察署，消防署といった行政機警察署 8.0 5.0 28.6 58.5 8，738 
消防署 4.0 3.2 21.1 71.7 8，282 i謁や行政協力組織からは情報
他の自治会 10.0 8.0 9.4 72.6 9，040 
を入手するほうが多い。氏子自治会連合会 24.4 7.9 23.7 44.1 12，515 





























するほうが多いことがわかる。 老人クラブ 3.1 51.9 3.3 41.7 13，919 
婦人会 1.5 41.2 2.5 54.8 9，000 
自治会は内部の団イ本の活動を PTA 0.4 12.4 0.9 86.4 12，191 
助成しつつ，自治会連合会や 氏子会檀家組織 1.0 25.9 1.9 71.2 7，843 
消防団 1.8 47.1 2.6 48.4 12，080 
社会福祉協議会など自治会よ 社会福祉協議会 5.9 29.9 7.3 56.9 13，771 
りも広域で活動する団体には 体育協会 1.6 29.5 2.9 66.0 9，901 
防犯協会 1.2 18.0 3.2 77.6 10，346 
分担金を納めるという立場に 警察署 0.0 0.9 0.3 98.9 8，738 
ある (I~ 5 -2参照)。つまり， 消防岩 0.1 2.7 0.7 96.4 8，282 
他の自治会 0.3 2.3 0.6 96.8 9，040 
自治会は地域社会における様 自治会連合会 6.1 30.4 6.0 57.5 12，515 




















村落非都市都市 都市 全体 i主・消防団役員
7盟 新型 i日型 新型
66.7%， PTA 役員民生委員・児童委員 81.7 78.9 91.8 91.1 85.7 
青年四 消防|主役員 72.4 55.0 71.2 56.4 66.7 65.3%，社会福祉
PTA役員 61.0 59.0 72.5 69.8 65.3 
協議会役員68.1% 社会福祉協議会役員 62.7 64.4 73.6 75.5 68.1 
協同総合 同業者組合役員 48.3 29.4 34.2 19.5 36.7 についても，全体
r!J民[3:1体役員 14.0 15.4 18.8 20.2 16.6 
の60%以上と高い政治団体役員 41.3 40.9 50.2 46.1 44.4 
県UlJ村幹部 56.6 54.1 54.5 50.3 54.5 割合を占めている。
地方議員 国会議員 57.0 56.0 65.4 62.9 60.1 


















































































( 7 ) ただし，自治会の所在する地域に地域住民組織がある場合，自治会が加
入して活動していることを前提として考える。自治会に調査したわけではな
いので，これらの点については明僚にはわからなし、















il民活動団体 者ISili型既存団体性別 ir'-i!hi団体 IE来型既存国{本
iヨ婦 標準 IT帰 標準 iヨ帰 標準 i互!帰 標準
係数 誤差 係数 き1;だ一三方λ二きt二 係数 三1;日'"λ三コi主二 係数 吾"夫川~ iJl~三ム
定数 一.845*必 .092 -.845料 .078 -.806料 083 -1.125料 078 
社会関係資本 .014料 .004 .007 .004 .026北北 004 .039料 .004
主な担い手 自営業 .036ド .018 一.083渋求 .015 .069会設 .016 .156料 .015
自治会長ネ y トワーク数 .156** .008 .126ネ* .007 .089** .007 .134** .007 
施設確保 一.008 .014 .027* .011 .026* .012 .018 .012 
地域住民組織 .080* ，032 086同 .027 .065宅 .029 一.041 .027 
自治会支援評価 補助金 -.010* .004 .004 .003 -.007 004 一.019料 .003
自治会支援評価 清報 .007 .005 .015** .004 .001 .004 .011** .004 
自治会支接 補助金30万円以上 204料 .053 310*持 044 .119* ，047 282** .044 
自治会支援 補助金1O-307JP:] 035 .052 .222求ネ .044 .009 .047 .148料 .044
自治会支援 補助金10万円未満 .029 .052 .096段 .043 -.096* .046 .055 .044 
自治会支援 なし(基準カテゴリ)
自治会類型非都市新型 .090* .045 .054 .038 -.277** .041 .588** 038 
自治会類型 都市 !日型 .115料，038 252** .032 .035 .034 一.293料 .032
自治会類型都市新型 .094* .040 263料 .033 -.197** .035 一.669** .033 
.091 .122 .090 .265 





























































(8) NPO 法人に対する全国調査は， 2006年 12月 ~2007年 2 月に全国の NPO
法人に対して行った。配布サンプル数は23，403(2006年6月時点。 解散・住
所不明を除く)で，屈~又サンプル数は5， 127である(回収率21.9%) 0 





























連携あり・ 連携あり・ 連携なし・ 連携なし
連携志向 独立志向 連携志向 独立志向
23.0 7.7 22.2 47.2 
22.8 7‘4 23.5 46.3 
21.9 7.4 21.9 48.8 
20.5 7.6 22.6 49.3 













































































































































( 1 ) ただい残念ながら，このような活動を通しての主体形成については，
自治会調査データでは検証できない。
第6i者 自治会の社会サービス活動 125 
自治会の社会 表 6-1 類型男IJ自治会の社会サービス活動(単位:%) 
サーピス活動の 村落 ~I~都市者Ilrll 都市 全体
実施状況をみて
型 新型 !日型 新型
住環境の整官i 施設管理!l
いこう。 清掃美化 87.1 89.3 88.3 91.0 88.5 
菊池・江上
生活道路の管理 86.7 79.3 91.0 89.4 87.2 
ゴミ処理 67.2 68.6 70.9 73.1 69.5 
(1998)では全国 集会所の管理 66.8 55.3 64.7 60.8 63.5 
の活発な自治会
掲示板の管理 36.6 45.2 62.1 67.8 50.0 
m水路の管理 48.8 27.1 31.1 18.6 35.7 
に対する量的調 墓地寺社の管理 43.0 15.5 28.1 11.0 29.4 
査において様々
近隣トラブルの調整 11.7 19.2 19.9 23.8 17.1 
上下水道の管理! 15.7 13.0 11.4 13.3 13.8 
な社会サービス 親i陸
活動の実施状況
祭り 74.3 62.4 82.1 74.5 74.6 
慶弔 73.2 61.2 66.2 68.0 68.9 
を質問し，それ スポーツ 文化イベント 58.7 63.9 72.6 74.5 65.8 
らを主成分分析
問題対処安全
消1方 60.2 50.8 65.0 59.1 59.8 
によって， (1)向 防災 50.9 48.4 62.8 62.5 55.7 
題対処機能(交
交通安全 49.7 46.4 63.8 55.8 53.8 
防犯 42.2 50.0 64.7 66.3 53.4 
通安全，防犯・ 問題対処教育福祉
非行jげJJ.1二，防火 高齢者の支援 66.4 60.4 78.6 78.6 70.9 学校教育への協力 60.9 53.2 70.8 69.3 63.8 
-防災，生活改 脊少年の育成 45.5 46.9 62.5 61.7 52.9 
善，青少年健全
教育の支援 26.2 27.9 34.1 35.6 30.1 
障害者の支援 15.5 15.3 22.0 22.4 18.4 
育成，福祉，消 子育ての支援 10.9 11.9 21.2 20.8 15.4 
費・資源)， (2)親
男女共同参画 9.6 8.8 11.8 9.2 9.9 
乳幼児の保育支援 3.9 3.1 7.4 6.5 5.1 
i庄機能(祭礼， 問題対処その他
運動会，文化・
リサイクル 43.3 46.9 50.4 54.7 47.7 
まちづくり 34.8 33.0 42.9 38.4 37.2 
学習)， (3)施設 自然保護 25.0 19.8 24.5 21.1 23.4 
管理機能(地域
伝統芸能 28.5 12.7 26.7 12.2 22.7 
選挙での候補者支持 26.7 14.5 21.1 13.9 21.2 
施設の維持整備， 農林水産業の共同作業 27.0 12.2 11.1 3.0 16.5 
清掃-衛生，環
公害防止 13.6 14.6 19.0 19.0 16.1 
国際交流 2.4 2.3 3.5 2.7 2.7 
境美化)という N 6，613 2，086 3，607 3，064 15，370 
3つの機能を析出している(菊池・江上 1998: 90-92) 20 





























( 3 ) 主成分分析なととの分析手法を用いて活動を少数の次元に締約することも
試みた。しかし，あまり明瞭なものではないため，その結果を参考にしなが
らも理念的に分類することにした。
( 4 ) 自由回答から 用水路等の施設管理と親i壊活動を合わせた次のような活
動が挙げられている。「部落組織(120戸)では，農家集落90%で，年間，水






























































( 7 ) 例えば，自由回答では次のような活動が紹介されている。「高齢者の日
常生活を支援するサークル『あいあいクラブ』を設立しました。寅い物の手
伝いや代行，話し相手などです。J(大阪府・吹田市)
( 8 ) さらに結果は割愛するが，乳幼児の保育支援は5.3%の実施率である。














































てゴミ収集(全体の平均値9.9)，祭り (7.9)，スポーツ・文化イベント (6.8)， 






村落型 プ1-1lPII 官P1) 11P 1) 
-新型 i日型 新型 全体 自治会類型別にみ
清掃美化 平均値 14.6 16.7 12.2 13.8 14.2 て特徴的な点を検討N 5，772 1，871 3，194 2，789 13，626 
ゴミ収集 平均値 9.7 10.5 9.6 10.0 9.9 しよう。村落型はス
N 4，457 1，437 2，565 2，249 10，708 ポーツ・文化イベン祭り 平均値 7.6 7.7 7.7 8.8 7.9 
N 4，922 1，309 2，965 2，282 1，478 トで低く，慶弔で高
スポーツ 平均値 5.9 8.1 7.1 7.0 6.8 い。旧来型の親睦活文化イベント N 3，889 1，334 2，621 2，284 10，128 
防災 平均値 5.1 5.9 6.7 6.3 5.9 動のパターンをみて
N 3，387 1，017 2，273 1，921 8，598 とることカfできる。道路管理 平均値 4.7 4.1 4.5 4.4 4.5 
N 5，736 1，655 3，285 2，742 13，418 また，清掃・美化で
i坊犯 平均値 3.2 4.9 4.8 5.7 4.5 は得点が高いが，防N 2，802 1，049 2，341 2，038 8，230 
慶弔 平均値 6.1 4‘O 2.7 2.3 4.3 災，防犯，高齢者福
N 4，841 1，277 2，389 2，083 10，590 祉といった問題対処高齢者福祉 平均値 3.7 4.4 3.6 4.3 3.9 
N 4，407 1，264 2，841 2，412 10，924 活動については低い。








































19.2 20.0 20.3 
10.0 9.5 9.2 
6.0 5.9 5.8 
37.0 34.9 36.8 










































































































































































































































































0% 40% 60% 80% 100% 33.1 %，低活動群が
層重高活動群長選問題対処群盤整!日来型施設管理群 5ヨ低活動群 32.0%であり，これ


















































































重要度については，それぞれから 1を引き， 1重要ではないjニ o~ i重要で
あるJ= 4となるように変換した。また，満足度については「満足ではないJ

































































切j守 -9.665糾 .316 -3.859*ポ .234 -4.385同 .257 
社会関係資本 220** .013 .058** .010 161同 .011 
他国体との連携数 .420必* .011 239*必 .009 .154*キ .010 
自治会支援評価 補助金 一.022 .012 .002 .010 一.036持決 .011 
自治会支援評価 情報 .035料 .013 .006 .011 .010 .012 
政策ニーズ .008仲 .001 .001 .001 .003** .001 
自治会支援 補助金30万円以上 .344* .155 .537*ホ .128 .338不 .140 
自治会支援 補助金10-30万円 .247 .143 .342本ネ .115 .213 .123 
自治会支慢 補助金10万円未満 一.081 .141 .000 .111 .052 .118 
自治会支援 なし(基準カテゴリ)
自治会総収入 400万円以上 1.782料 .152 .692*予 .129 1.128** .145 
自治会総収入 200-3997]P:J 1.281*'f .125 .683訟* 101 .994 ** .112 
自治会総収入 100-199万円 .774*'1 110 .478キ* 084 .716トi .092 
自治会総収入 1007]円未 i~l
自治会類型非都市新型 -.464料 .126 .309** .097 -1.119料 .109 
自治会類型 都市 .1ヨ型 一.044 .112 770** .095 一.637恥ド .103 
自治会類型都市新型 -.350日 .115 982永苧 .091 -1.544料 .120 
自治会類型.村落型(
-2LL = 18，813.8 X 2， 

















































る「行政媒介型市民社会組織 (straddlingcivil society) Jとしての役割を果た












































( 1 ) ただし，ローカル・ガパナンスにおいては利害関係者間の対等な関係が
前提とされているが 自治会と市底町村との関係は不平等な権力関係にある
とされる(森2008)。

























































N のと推測される。の推薦 l条例 2規出 3要綱 4なし
l万人未満 30.0 9.5 1.1 15.6 73.8 290 少なくとも，何ら
1 -3万人未満 43.0 9.4 6.0 21.5 63.1 323 
かのかたちで自治3-5万人未満 42.3 12.5 4.5 19.3 63.6 182 
5 -20万人未満 43.8 9.9 5.0 19.1 66.0 299 会と関係のある人
20万以上 54.1 4.9 3.7 17.3 74.1 85 が推薦されると考全体 40.7 9.7 4.1 18.8 67.4 1，179 
出所 TIl IR 1]利潤交 えられる 3。これ
( 3 ) 自治会調査の自由自答から，このような委員の推薦が負担になっている























































1 1 -3 3 -5 5 -20 
全体 屈覧される
未満 万人 万人 万人 以上
情報は自治会回覧 82.8 85.8 86.3 74.9 70.6 81.3 
広報誌の配布 89.7 86.4 85.7 68.6 49.4 79.9 独自のものも
清掃・美化 57.2 62.8 57.1 60.2 62.4 59.9 
ある。しかし，募金 55に.5 58.2 61.5 56.9 45.9 56.8 
街路灯防犯灯の設置 49.7 50.2 58.8 59.9 56.5 54.3 筆者の 1人が
防災防犯 38.3 44.0 45.6 54.2 56.5 46.3 加入している公共施設の管理 49.0 39.6 40.1 36.8 37.6 41.1 
リサイクル 23.1 27.9 30.8 38.5 54.1 31.7 つくば市の自
道路整備補修 21.4 18.0 20.9 11.0 5.9 16.6 
治会(区会)N 290 323 182 299 85 1，179 
/i'，r;fr 市区i町村誠査 における2006



























( 5 ) このほか，自治会からの情報が19件，地域団体や市民団体からの情報が
18件，国からの情報が12件などとなっている。なお，回覧は年間で411ヨ行わ
れた。






























( 7 ) このほかに，保険料のとりまとめが7.5%，その他が7.7%である。これ
らは割合が非常に小さいので，ここでの結果の表記は割愛する。








型 新型 i日型 新型
全体
型による差もあまりみられ 恒i覧; 33.3 33.1 33.6 33.7 33.5 
ないが，広報誌の配布では N 6，365 1，955 3，515 2，937 14，772 
広報誌の配:;{i 34.8 34.9 34.2 33.8 34.5 
都市-新型でやや得点が低 N 6，340 1，886 3，323 2，719 14，268 
い。募金は実施率でみれば 3衣*1t 21.1 22.4 21.7 22.6 21.7 
N 6，037 1，857 3，344 2，815 14，053 
'1育報の伝達とあまり変わら 委嘱委員の推薦 12.5 13.3 13.2 13.7 13.1 


























:IS~ 新型 !日型 新型 全体
ゴミ収集 全体 42.8 41.8 42.5 45.8 43.2 
実施自治会 63.7 60.9 59.9 62.6 62.2 
清掃美化 全体 39.2 44.7 39.5 40.8 40.3 
実施自治会 45.0 50.0 44.7 44.9 45.6 
生活道路の管理 全体 26.9 28.0 33.7 34.3 30.1 
実施自治会 31.1 35.3 37.1 38.4 34.6 
防災 全体 19.1 17.8 24.9 24.7 21.4 
実施自治会 37.4 36.8 39.7 39.5 38.4 
防犯 全体 8.3 13.6 15.3 16.8 12.3 
実姉自治会 19.6 27.2 23.7 25.4 23.1 
スポーツ 文化イベント 全体 16.0 16.5 11.5 10.1 13.8 
実施自治会 27.3 25.8 15.8 13.6 21.0 
高齢者括主1: 全体 15.8 14.0 15.7 16.6 15.7 
実施自治会 23.9 23.1 19.9 21.1 22.1 
祭り 全体 5.0 4.4 5.5 4.5 4.9 
実施自治会 6.8 7.1 6.7 6.1 6.6 









































































円滑(%) 53.3 49.4 50.1 
重要(%) 28.5 27.3 28.4 
満足(%) 15.8 15.6 14.2 













(11) 重要度については， r 5 重要J-r 1 重要ではないjのそれぞれから
1をヲiく。それにより，最大値(重要)を 4，最小値(重要ではない)を O





















































































政策ニー ズ .005持事 .001 
要となる。 自治会支援 補助金30万円以上 .466坊祢 .092 
その他の変数はどうで
自治会支援端助金10-30万円 .291"ド .092
自治会支援 部助金10万円未満 一.004 .093 
あろうか。社会関係資本 自治会支段 補助金なし(基準カテゴl))
は連携関係との間で関連
委託手数料 10万円以上 .172* .073 
委託手数料 10万円未満 .045 .077 
がみられない。一方，他 委託手数料 なし(基準カテゴリ)
団体との連携が多いほど
自治会支援評価 補助金 一.015 .008 
自治会支援許信li・情報 .020 .009 
市IKllIJー村とも連携が行わ r!1区UI]村に対する信頼 .143忠史 .034 
れている。 地域社会にお
社会関係資本 .002 .009 
他国体との連携数 .129"吋 .006
ける手IJ害関係者の相互連 自治会の目的.行政への協力 .089 
携からなるローカル・カ、、 自治会類型 ~Iô都市・新型 .017 .094 自治会類型・都rl'i. I日型 -.205** .073 
パナンスをみてとること 自治会類型都市新型 一.260政 .076 
ができる。
自治会類型!:村落型(基準カテゴリ)





























-資材情報提供 の整備 共催 きかけ 交代の把握
l万未満 77.6 47.9 41.0 27.9 12.8 47.6 290 
i万以上3万未満 83.0 55.7 43.0 18.6 20.7 52.6 323 
3万以上5万未満 83.0 50.0 42.3 17.6 25.3 61.0 182 
5万以上20万未満 90.0 58.5 57.2 23.1 44.1 64.5 299 
20万以上 90.6 74.1 69.4 43.5 56.5 70.6 85 
全体 84.0 55.0 47.9 23.7 28.0 57.0 1，179 


































全体 にはそのうちの肯定Jl~J 新型 !日型 新型
的な回答の割合(例補助金 重要(%) 68.8 67.3 72.1 68.8 69.4 
満足(%) 19.2 26.8 24.9 26.5 23.0 えば， I重要であるj
許制i -1.07 -0.40 -0.46 -0.17 -0.65 
十「やや重要であ情報 重要(%) 80.6 79.0 77.6 76.5 78.9 
満足(%) 44.5 42.7 41.6 38.9 42.4 るJ)を自治会類型別
評fil 1.64 1.44 1.42 1.19 1.47 に示している(委託支援全般重要(%) 65.0 62.8 67.4 64.6 65.2 
満足(%) 19.6 22.5 21.8 22.6 21.1 業務に対ーする評価は





















































































もっとも， Pekkanen (2006=2008， 2009)は国際比較の見地から，日本の市
民社会組織を「アドボカシーなきメンバーシップ (membershipwithout 
advocacy)Jだと特徴づけている。自治会への高い加入率からもわかるように，
























































































型 新型 !臼型 新型
全体 ックコメントカfある。
司11llJ判担当課 84.6 80.7 85.2 84.1 84.1 ノfブリックコメントと市町村との懇談会 70.4 66.7 64.9 67.2 68.0 
司11lT村幹部 48.7 41.7 46.5 40.2 45.5 は，行政など公的機関
ノ¥7"1)ックコメント 22.9 23.1 22.0 23.3 22.8 
が意思決定に際して，市町村議員 47.4 38.2 46.3 40.0 44.4 
議会への請願 31.6 22.8 26.0 22.2 27.2 一般市民に意見や情報
有力者 22.9 16.1 21.1 15.2 20.0 
などを求める手続きで自治会連合会 44.2 47.8 59.0 61.7 51.8 
N 6，341 1，997 3，471 2，955 14，764 ある。これについての
( 3 ) 第 l章で述べたように，自治会調査は市区間I村の紹介を経て，各自治会
に調査票を配布している。そのため，サンプル全体において市区間判ーとの張
触が頻繁である可能性がある。



































型 新型 IE型 新型
誠実な対応重要(%) 76.1 72.6 72.1 71.3 73.7 な行政の対応の誠実
満足(%) 30.2 30.7 32.6 33.8 31.6 さについて自治会は
評価指数 .123 .305 .509 .655 .345 
i高議のjJ，古 重要(%) 59.0 58.2 58.8 57.0 58.4 どのように評価して
if奇足 (%) 23.0 23.6 23.3 24.4 23.4 いるのだろうか40
評価指数 .257 .175 .255 .249 .244 

















のため人々を動員する活動に立ち上がることもある 60 McKean (1980)は，自




( 5 ) 要望のルート(市町村担当課との接触，懇談会への出席，幹部との接触)
と評価との関係について相関係数を求めたが，いずれも0.1前後の弱い値し
かみられなかった。





















( 6 ) 様々な課題解決における自治会の関与についての諸研究は伊藤 (207)
が的維にレビューしている。












表 8-3 自治会類型別動員型活動の実施経験 を示したものである。要望書
(単位:%) の提出は全体の68.3%と高い
村落非都市都市 都市
全{本 割合を占めている。要望書は型 -新型 i日型 新型
署名 17.4 18.2 22.5 24.3 20.1 公共施設や道路の修理など日
!久V伝記ヨH三宮司t 69.8 62.2 69.5 67.6 68.3 常的なi諌清で用いられること
集会 18.4 15.1 16.8 14.7 16.9 
会員動員 13.6 15.9 18.5 18.7 16.1 もあるため，実施経験が高い。
産接請求
7.1 6.6 6.4 6.9 6.8 非都市・新型で割合が低い。
!fli.査請求

































0% 20% 40% 60% 80% 100% る(自治会調査i百126)。
常時盤関係あるものだけ緩行っていない i翠8-1はその結果を


























問題はない。 4項目について加算したので，最大値は 5x 4 =20である。最





























には，市区町村および議員への信頼を尋ねた 5段階 (1信頼できないJ~ 1信
頼できるJ)の質照をそれぞれ量的変数として分析に投入する(信頼できる
( 9 ) 市区町村会議員との接触と請願についてはクロンパックのα=.622と，
内的整合性があるとはいえない。そこで，市区町村会議員との接触のみを用
いる。





























































村は全体の49.1% ，過半数~2/3 が20.5%，過半数未満が30.5% である。


































































定数 3.608*長 .357 .707料 .129 
市区IUJ村政策へのニーズ .005** .001 .001 * 000 
モニタリング 1.086** .081 .101叫 .029 
市区IlIJ村との委託連携数 082ネネ .021 013 .007 
選挙運動 .201" .084 .306同 .030 
市区IlT村幹部と知り合い .882史伝 .087 .027 031 
市区IU]村会議員と知り合い .091 .089 .290** .032 
市i豆町村への信頼 .357料 .054 一.147料 .020 
r!i区町村会議員への信頼 .030 .047 423帥 .017 
首長の党派性 自民党 一.416料 .11 .040 .040 
苦長の党派性無党派 一.145 .105 .029 037 
首長の党派性他党(基準カテゴリ)
市IRIl]村議会 自民党2/3以上 .154 096 .016 .035 
T!ïlRIllT村議会・ [~f 民党 1/2~2/3 .054 .122 .001 .044 
市区IlIJ村議会 自民党過半数未満(基準カテゴリ)
自治会支援 捕助金30万円以上 .720仲 .147 .031 .053 
自治会支援補助金10-307'5p:j .485件 .144 一.002 .052 
自治会支援・補助金10万円未満 .132 .143 一.065 .052 
自治会支援 補助金なし(基準カテゴリ)
自治会支援許il:補助金 一.005 .012 一.002 .004 
自治会支援評価.，情報 .030* .014 .010* .005 
社会関係資本指数 100*ド .012 .013** .004 
他j主体との連携数 .076** .010 .021料 .004 
自治会活動類型 高活動群 .708仲 .145 .100 .052 
自治会活動類型・問題対処群 .383仲 .120 一.020 .043 
自治会活動類型 旧来型施設管珪I洋 .300 .134 .102ド .047 
自治会活動類型 鮭活動群(基準カテゴリ)
自治会の役割 行政への要望 .549料 .101 .156** .036 
自治会類型非都市新型 .327本 .131 .034 .047 
自治会類型 都市 1ヨ型 一.215 .113 一.014 .041 
自治会類型都市新型 .129 .119 一.061 .043 
自治会類型.村落型(基準カテゴI})
自由度誠一位j斉み R2 315 .284 

























治会と議員の間には相互に交換関係が成立している 14(居安 1983;春日 1996;
Pekkanen 2006 = 2008)。とりわけ，自治会は古くから保守的伝統の温存基盤









































































































































-2LL = 6，563.6 
Cox-Snell R2 .087 
N =5，267 





























































































































定数 1.130** 142 .422* .166 
市区IH]村への要望 .065** .007 .097料 008 
市IHT村議員への要望 -.011 019 .023 .023 
r1ll1]判との連携数 .027料 .008 .027同 .010 
政策に対するニーズ .000 .001 .001 .01 
モニタリング 一.009 .032 .282料 .038 
選挙運動 .022 .033 一.007 .039 
市区IT村幹部と知り合い 一.024 .034 .025 .040 
市区IlI]村議員と知り合い .024 .035 .027 .041 
市区11]村への信頼 .281宇持 .022 .193村 .025 
市立IHT村議員への信頼 .059料 .020 .049* .024 
自治会支媛補助金307JP:j以上 .074 .057 一.020 .067 
自治会支援 補助金10-30万円 .044 .056 一.042 .066 
自治会支援 刻印UJ金10万円未満 045 056 .035 .065 
自治会支援.補助金なし(基準カテゴリ)
補助金 .026料 .005 .016*持 .005 
情報 .016ネネ .005 .021同 .006 
社会関係資本 .016料 .005 .018*ネ .006 
団体連携数 一.001 .004 .025料 .005 
自治会活動類型 高活動群 056 .057 一.089 .068 
自治会活動類型 問題対処群 .034 .047 .055 .055 
自治会活動類型 !日来型施設管理群 .001 .052 一.191料 .062 
自治会活動類型 抵活lWJl洋(基準カテゴリ)
自治会類型.非都市新型 一.037 .051 -.073 .060 
自治会類型都ili 旧型 .085 .044 .028 .052 
自治会類型都市新型 .112* .046 .025 .054 
自治会類型 村落型(基準カテゴリ)
首長の党派性 自民党 -.072 .043 .012 .051 
首長の党派性無党派 一.008 .041 一.029 .048 
首長の党派性他党(基準カテゴリ)
市i豆町村議会 自民党2/3以上 一.049 .037 022 .044 
市区1町村議会 自民党 1/2~2/3 .053 .047 .070 .056 
市区町村議会.自民党過半数未満(基準カテゴリ)
調整済み R2 .214 .224 








































































































































































































連携率が高い 1 (5章)。また 社会サービス活動では，用水路の管理，墓地
・寺社の管理，農林水産業の共同作業が行われている(6章)。農林水産業や
地域の信仰に関わる毘体との連携や活動がさかんである。旧来からの村落社
( 1 ) 婦人会，氏子会，消防団との連携は都市・!日型でも高い。
























































































型市民社会 (StraddlingCivil Society) Jと命名し比較検討を行ってきた (Read




















それを自家政策の遺産， ilj度遺産 (institutionallegacy) 2として考えておきた

















場する用語 (Pierson2004)であり， path dependencyが生じるメカニズムを
表現している。 1940年の内務省訓令による町内会・部落会の市Ul]干すの下部組
織化(国家制度化)の時点が制度論的に言えば，決定的な転機 (CriticalJ unc-
ture， Collier and Collier 1991)であった。制度遺産となると，依然未路定な部
分が大きい概念のようである。制度遺産が概念として引用されるきっかけは，
Jowitt (1992)およびCrawfordand Lijphart. eds. (1997)と推察される。 Pop-
Eleches (2007)は，制度遺産のうち，文化的・宗教的伝統(culturaVreligious 








( 3 ) この点は自治会研究ですでに注目されており，鳥越(1994)や玉野
(1993， 2005)などの優れた業績が産出されている。










































































































































( 5) 1997年から2009年にかけて，日本，韓国，アメリカ， ドイツ， 1:j=J!i] ， ト
ルコ ロシア フィリピン ブラジルノfングラデシュ ウズベキスタンの
1カ[i]調査が基本的に向ーの枠組みで遂行された。日本，韓国，アメリカに
ついては辻中 (2002a，2002b)，辻中.J!lit (2004)， Tsujinaka (2003)。特にフ





( 7 ) 市民社会と屈家が対であるというアイディア自体は自明なことかもしれ






















































る。ちなみに15:1立 沖縄県 23.2% (125) 香川県 31.5% (349) 
2位 東京都 15.5% (613) ItliJ山県 27.9% (233) 加入率自治会の
3位 大阪府 6.7% (796) 高知県 20.3% (138) 
うち50.6% カf41立 青森県 6.0% (265) 島根県 18.2% (368) 
5位 宮崎県 4.9% (285) 福井県 17.6% (296) 200世帯以上で





























全体人 43.1 19:9， ， 
0% 20% 40% 80% 100% 60% 














ら，住民のつきあいの程度について示し 1，215 18，023 
たものである。立ち話程度が50%台であ
清掃美化 46.6% 81.5% 68.0% 
396 895 15，314 
るということに変わりはないが，低加入 祭り 51.3% 77.4% 62.1% 
率自治会ではあいさつ程度が31.5%，小 268 665 12，903 イベント 37.5% 62.3% 49.6% 
規模自治会では生活面での協力が34.6% 237 378 11，219 
でそれぞれ多いことがみてとれる。 防災 31.6% 60.2% 44.4% 
195 356 8，677 
自治会活動への参加についてもみてい 見iヨり 25.5% 49.4% 34.4% 
こう(表2)。ととの活動についても，小規 253 425 11，450 交通安全 24.6% 49.3% 33.8% 




















低加入率小規模 全体 低加入率小規模 全体
老人クラブ 78.9 56.0 78.8 まちづくり回体 22.5 14.7 21.1 
子ども会 71.6 46.5 78.3 スポーツクラブ 21.9 8.8 20.7 
社会福祉協議会 80.9 62.4 77.9 青年国 21.9 14.7 20.4 
自治会連合会 78.1 53.0 70.7 趣味のサークル 18.8 9.2 16.2 
PTA 73.6 4ス2 69.1 商庖会 20.5 7.4 14.8 
消防閤 60.4 53.1 68.3 環境問体 13.2 9.3 13.3 
防犯協会 74.4 39.4 58.4 障害者団体 9.6 5.7 9.6 
他の自治会 60.1 36.2 51.3 企業・工場 14.6 2.6 9.2 
婦人会 50.8 40.6 50.9 政治団体 7.3 7.7 7.8 
体育協会 48.9 33.7 50.1 育児サークル 10.4 1.7 6.0 
警察署 71.3 26.5 49.5 住民運動団体 4.8 5.8 5.3 
消防署 64.9 23.8 46.8 生協 1.7 2.5 1.8 
氏子会・檀家組織 36.2 44.2 44.5 労働組合 0.6 0.1 0.3 
農漁協 8.4 42.6 25.9 N 356 1，092 17，094 
介護・福祉閤体 24.2 12.5 21.2 




















社会サービス 低力1入率小m模 全{本 社会サービス {止力1入率小規模 全体
i青掠美化 80.3 84.3 88.3 用水路の管理 13.5 42.4 37.0 
生活道路の管理 78.6 70.5 87.5 墓地寺社の管理 12.9 37.7 30.8 
祭り 76.9 59.3 74.9 教育の支援 34.6 12.5 30.5 
高齢者の支援 72.5 50.9 71.3 自然保護 18.1 20.7 24.1 
ゴミ処理 61.3 56.8 69.8 伝統芸能 22.3 14.4 23.5 
慶弔 69.0 77.9 69.1 選挙での候補者支持 15.9 26.7 22.1 
スポーツ 文化イベント 66.8 33.9 65.4 i慾害者の支援 19.5 9.4 18.7 
学校教育への協力 68.7 47.0 64.2 農林水産業の共同作業 4.1 26.5 17.5 
集会所の管理 48.1 46.5 64.1 近隣トラブルの調整 19.2 7.6 16.9 
消防 58.0 42.8 60.4 公害防止 19.2 8.6 16.4 
防災 58.0 41.8 55.8 子育ての支援 20.9 6.3 15.4 
4人旬、:ii'liて/ニ丘¥ 56.6 32.3 53.9 上下水道の管理 7.4 15.1 14.4 
防犯 62.4 23.4 53.8 男友共同参画 6.6 5.1 10.2 
青少年の育成 65.4 26.7 52.8 乳幼児の保育 4.9 1.9 5.3 
掲示板の管理 66.2 21.9 49.4 国際交流 3.6 1.6 2.8 
リサイク jレ 46.4 31.5 47.4 N 364 1，176 17，831 





回覧 92.7 94.6 95.1 
広報誌の配布 81.5 93.1 92.1 
活メデd メ~、 87.2 88.3 90.6 










































































80.2 68.9 84.6 
62.9 63.1 68.9 
41.0 36.8 46.6 
21.3 18.2 22.9 
40.4 44.4 45.3 
24.1 27.1 28.1 
20.3 22.1 20.7 
53.1 42.1 51.5 
339 1，085 17，090 
の支援や対応についての満足度を 表8 低加入率弓小規模自治会と市
みよう(表8)。それぞれの項目は 5段階 区町村の支援・対応への満足度
で質問しているが，そのうち肯定的な 2 (単位 %) 
段i渚(満足，やや満足)の割合を示して f止力1入率小規模 全体補助金 21.7 16.3 22.6 
いる。低加入率自治会では全体と比べて 情報 37.0 40.1 42.3 
それほど特徴的な差異をみてとることは 委託業務 14.8 13.9 15.3 
誠実な対応 29.2 21.6 31.4 
できない。小規模自治会については，誠 i窃議のj易 22.6 19.1 23.5 
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調査期間:2006年 4 月 25 日~ 5 )=]31 El
-調査jji法:郵送にて配布。 FAXにて回収
配布市区urfi.数(a): 1，843 
図J13Z.ili区町村数(b): 1，659 (90.0%) 
調査協力を承諾した市j豆町村ー 数(c): 890 (48.3%) 
①配布・回収の協力311(34.9%) ②配布のみの協力443(49.8%) 
③連絡先の開示13605.3%)， 1 ilfは①と⑦の併用
※(b)と(c)の%: (a)を基数とした。 (d)の%: (c)を基数とした。
。自治会調査





調査期間:2006年10月2213~2007年 2 月 28 自
調査協力を承認ーした市:6 (調査を依頼した市 9) 
配布サンプル(自治会)数(f): 1，140 
。回収状況



























































( 2 ) 郵送料金を我々のプロジェクトで負担したことは言うまでもない。
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全l i世帯のうち、 I I世帯が加入している
下部組織の名称はI Iで その数はI Iである
問3.自治会の役員は何人ですか(下部組織除く)。
また、役員iこはどのような職業の方が I I 
多いですか。主芯)1演に2つまでお答えください。 I I人
1.農林漁業 1位 2位
2 会社経営-自営業 5.退職者・年金受給者 1 1 
3.被麗用者(常勤) 6.専業主婦 I 1 





3.役員会での推薦で選ばれる 6.その他( ) 
間5 昨年度 自治会は役員会を何回開催しまLtcb¥oI F 
間6.次にあげる中で、自治会の役割として重要芯ものはどれですか。








総収入 世帯からの 市町村から 委託業務 その他 1世情当りの自治会費 の補助金 の手数料 〕自治会費(1年分)

































































































やや やや 劣って優れて 普通 劣っている いる いる いる
A 住環境の快適さ(静けさ、清潔さなど) 2 3 4 5 
B 生活の手IJ便性(小売居、医療の充実など) 2 3 4 5 
C 交通の利便性(公共交通や道路整備など) 2 3 4 5 
D 生活の安全性(交通安全、防犯、防災など) 2 3 4 5 
E 自然環境の豊かさ(緑地や水辺など) 2 3 4 5 
F 伝統文化や地域の個性 2 3 4 5 





2. 臼常的に立ち話をする程度である ， 





























































間 22. 次にあげる自治会の活動 (A-----F)には、どれくらいの加入世
帯が直接的に参加していますか。
項1 、¥目¥白;白会舌動 -----参¥加¥度 8割以上 6~8 割 4~6 割 2~4 割 2割以下|
A.総会 2 3 4 5 
B 清掃・美化・リサイクル活動 2 3 4 5 
C 見回り(防犯・防災など) 2 3 4 5 
D 防災訓練 2 3 4 5 
E.交通安全の指導 2 3 4 5 
F 地域のお祭り 2 3 4 5 




















ー ， ? 」 ?
??
? ?

















LVトヱ土 頻繁で やや ある あまり 全くある 頻繁で 程度 ない ないある
A.市町村の担当課に相談 2 3 4 5 
B 市町村の幹部に相談 2 3 4 5 
C 市町村議会議員に相談 2 3 4 5 
口 議員以外の地域有力者に相談 2 3 4 5 
E.自治会連合会などに相談 2 3 4 5 
F 市町村との懇談会などに出席 2 3 4 5 
G.市町村議会に請願・陳情 2 3 4 5 


































2 青年間 17 労働組合
3 老人クラブ 18 まちづくり団体
4 婦人会 19 環境箆体
5 消防団、自欝屈など 20 育児などのサークル







11 他の自治会 25 住民運動図体
12 自治会連合会、連合町内会 26 議員後援会などの政治団体
13 高庖会、簡広街、商工会議所、 27 警察署
青年会議所など 28 消防署




















































A 役員の引きつぎ 2 3 4 5 
B 18来からの住民と新来の住民の交流 2 3 4 5 
C 世代間の交流 2 3 4 5 
D 加入世帯の活動への参加 2 3 4 5 
E，活動財源の確保 2 3 4 5 
F 集会や行事を行う施設の確保 2 3 4 5 






















A且自治会への補助金・助成金 2 3 4 5 2 3 4 5 
B 行政情報の提供 2 3 4 5 2 3 4 5 
C.業務の委託 2 3 4 5 2 3 4 5 
。要望への誠実な対応 2 3 4 5 2 3 4 5 
E 地域問題の協議の場の提供 2 3 4 5 2 3 4 5 
F 自治会活動への支援全般 2 3 4 5 2 3 4 5 
一」一一 L 一一一
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間 38.市町村の政策の地域にとっての ia.重要度jと、現在の ib.満














る なは る る
し1
A 住環境の整備 2 3 4 5 2 3 4 5 
B コミュニティ・文化活動の活性化 2 3 4 5 2 3 4 5 
C 生活安全の確保 2 3 4 5 2 3 4 5 
D 公共施設の整備 2 3 4 5 2 3 4 5 
巳厚生・福祉・医療の整備 2 3 4 5 2 3 4 5 
F 学校教育-社会教育の充実 2 3 4 5 2 3 4 5 
G.環境問題への取り組み 2 3 4 5 2 3 4 5 
H 農林水産業の活性化 2 3 4 5 2 3 4 5 
1.工業・企業の誘致、活性化 2 3 4 5 2 3 4 5 
J.まちづくり・まちおこし 2 3 4 5 2 3 4 5 
K.観光の活性化 2 3 4 5 2 3 4 5 
L 霞際交流 2 3 4 5 2 3 4 5 
M 全般的な市lll1村の政策 2 3 4 5 
242 
問 39.あなたの性別と年齢をご記入ください。
性別は 1.男性「一一寸 年齢はI I歳
2.女性 I I I l 
間 40.あ芯たが、自治会のある地域に住み始めたのは、いつごろです
か。該当年号にもOをつけて、ご記入ください。
明治-大正-昭和・平成 I I 
西麿 I I年
悶 41.あ芯たが自治会長!こなられてどれくらいですか。 I I ~ 












~ 信頼 やや ある あまり 全く l できる 信頼 程度 信頼で 信頼でできる きない きない
点.市町村の行政機関 2 3 4 5 
B.市町村議会議員 2 3 4 5 
u. 菌の行政機関 2 3 4 5 
D 政党・国会議員 2 3 4 5 
E、裁判所 2 3 4 5 
ド警察署 2 3 4 5 
G，.マスコミ 2 3 4 5 
H.NPOなどの市民団体 2 3 4 5 
L... !_ 
υと。
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A. 自治会等の組織、名称号;に関するもの 2 3 
B.連合会・連合組織に関するもの 2 3 
C. 補助金の支出根拠に関するもの 2 
D 業務委託の相手方(行政連絡員等)に関するもの 2 
































A.子ども会 2 3 4 
B.婦人会 2 3 4 
C.青年国 2 3 4 
D.老人会 2 3 4 
E.消防[j 2 3 4 
F.防犯組織 I 2 3 4 









: 1.そう思う 2.ある程度 :3. どちらとも 4.あまり 5.そう思わない;
そう患う いえない そう忠わない
A 担い手層の高齢化が進み、今後の活動の維持が危
2 3 4 5 
ぶまれる
8 加入率の抵ト-によって、従来から行われてきた活
2 3 4 5 
動の継続が困難になっている
C 情報伝達・親賎など日常の活動で‘行政がで、きない
2 3 4 5 
役割を来たしている
D 災害時の対応、など緊急時に不可欠の役割を果たす 1 2 3 4 5 
E 福祉、治安、まちづくりなどの分野で、行政に代
2 3 4 5 
わって住民ニーズに応えている
F 行政の施策・事業:の円滑な実砲のためには、自治




l 2 3 4 。r
日 地区の課題について、住民の合意形成を図ること
2 3 4 5 
ができる
役員がi醤定化されるなど、運営の改善が必要な点 l 2 3 4 5 
がみられる






工頁自 導入年度(西暦) 項目 導入年度(西暦)











5モニタ一日jlJi支 年度 26.1'iJ:メ若干制1縦i*初公開。節約 年度
6オンブ2ズマンヴ長IJ(J{ 年度 27桁f!dN涌i献身ゆ公n再o!娘。 年度
7.務議会・犠智会ぴ政当持1I役 年度
8. iIi民会議・ワークショップ 年度 。事業委託
9.$民繍織を 年度 28. ~1rr1主管:Jlli絹ちti1支 年度
10.市町jミらの意見と回答の公fJ詩 今三JEt- 29.1'1リ議事室 年JjJ~
30.ヰ喋祝択の恕j句者約〉企澗 年度
B.情報公開 31.導鴇擁11ーの法制装(I)~澗 年度





13.議会 G委員会)悌盟冬物支 年i度 紘一部新鋭1合~のl広場前敬fIj岐 年度
14.議会倭員会)鯨i樹抑〉錦詩 年度
15議会俊民協議会)議報和〉公tj詩 年度 E その他
16.櫛絵・抱戦会(滞納肢 年度 :35.苛存資路現地主 年度
17.聡義会・懇談会側f釦つ公開 年度 36.タ同監査M度 年度
18.予算誌編i.x.'の榊i恥凶淵 年度 37バランスシー トの{怖主 年度
19. マ錦~;jと内谷の公lj詩 年度 お.千切&コスト計算警め{作戎 年度
39.織員挺案tiiU支 年度
C.街路平{箇 40. ff勾公澱w践= 年度
20.行暁鰍i¥ilQ主ト宮1知事手必要お 年度 41ワンストyプサービス 年度
1
21.1'w倒防!笠儲{Io.潟闘機 一一一一空些主主主くり条例 年度






































































































A.使用料・手数料の値上げ 2 3 
B. 法定外間的税 2 3 
C 法定外普通税 2 3 
D.他人住民税の超過課税 2 3 
E.法人関連税の超過課税 2 3 









1.高い (2/3以上) 3.やや低い(半数以下) I 
























E 共産党系 % 
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Q21.市民活動担当部署では、次にあげる諸国体とどのように関わってきました
か。あてはまるものすべての番号に〆をつけてください。
許認可 ニモニタ 職員 業務 行政




























諸国体 (022 の C~H) とは、次にあげる内容のためにどのくらい顔繁に接
触(面会、電話、手紙、 Eメールなど)しますか。




A.団体から自治体に対する要望 2 1 つ 3 2 3 
13行政方針についての説明・説得 1 2 3 2 3 1 2 
C. ~・1111司の意見交換 1 2 3 1 2 3 1 2 3 
D.団体からの新規事業提案 1 2 3 1 2 3 2 3 








立案 決定 執行 立案 決定 執行
A.首長 K.都道府県議会議員







1.他の自i台体 S 外郭団体・第 3セクター
J.費自治体議会議員 'r.企業
付録2 調査票 253 
025. N P 0・市長田体に関して、次の意見に対してどのようにお考えですか。
市民活動担当部署の課長棺当職の方のお考えをお教えください。
:1.そう思う 2. ある程度 3. どちらとも 4. あまり 5. そう思わない;
そう思う いえない そう思わない
A. 政策の提案よりもサービスの供給を担っている
2 3 4 5 供i揺が強い
B り特をす定の対象とに難偏っており、サービスを均一に提
るこ カミ し 1 2 3 4 5 
C 専門的な知識やノワハウに欠ける部分がある ? 3 4 5 
D 継続的な活動をする基盤が弱い 1 2 3 4 5 
E. 行動政がよりもi日弊や慣習に縛られない先駆的な活
できる 2 3 4 5 
F 行政よりも受益者のニーズへ柔軟に対応で、きる 2 3 4 5 
G.行政よりも効率的なサービスを提供できる l 2 3 4 5 
日 行政よりも多元的な価値観を表現できる 2 3 4 5 
行政よりも公平なサーピスを提供できる 1 2 3 4 5 
j. 行政よりも腐敗・汚職の危険が少ない 2 3 4 5 
026. 自治体が諸団体 (022のC--H)と接触することに関して、どのようにお考
えですか。市民活動担当部署の課長相当職の方のお考えをお教えください。
;1 そう思う 2 ある程度 3 どちらとも 4 あまり 5 そう思わない:
そう思う いえない そう思わない : 
A.行政の主張に正統性を付与する 2 ワミJ 4 5 
B. 手Ij害調整に役立つ 2 3 4 5 
C.必要な情報を得ることができる 2 3 4 5 
D. 政策・施策への反対が緩和される 2 3 4 b 
E 市民参加を活発にする 2 3 4 5 
F.先進的な施策の実施に役立つ l 2 3 4 5 
G.行政運営の長期的な視野を欠く 1 2 3 4 5 




: 1 そう思う 2. ある程度 3 どちらとも 4 あまり 5 そう思わない;
: そう思う いえない そう思わない ; 
027 
九行政の評価主主計i~ としては政策の効率性が最も重要である 2 3 4 5 
13.1主しiやた政自策治体を行はどちらかといえば経済成長よりも環境保護を重視 2 3 5 ったほうがよい
C.I主!の主要な政策課題は地域防格差の是正である 2 4 5 
D 聞の権限のうち可能なものは自治体に委譲したほうがよい 2 3 4 5 
E 地方自主財源はさらに拡大されるべきで、ある 2 3 4 5 
F. i!名目自治体と都道府県との関係はこれからますます強くなる 2 3 4 5 
G.賞自治{本と I:jl:央省庁との関係はこれからますます強くなる 2 3 4 5 
H.広域行政に向けた取組はいっそう推進されるべきである 7 4 5 
i税負担を増やせない以上、行政サービスが低下しても仕方がない 2 3 4 5 
j 行が政よいサービスのうち民間でできる業務はなるべく委設したほう 2 3 4 5 
K.企業は手1J，;f追求だけでなく社会資献も行うべきである 2 3 4 5 
L.1茶々 要な団体あの活動は、!主i氏の要求やニーズを政治に反映するため 2 3 4 5 に必でる
M. rl'ï民の箆接lí~Jな政治参加はもっと促進されるべきである 2 3 4 5 
N 留の行政運営は全般的にみて満足できる 2 3 4 5 


















Neighborhood Associations and Governance in Japan: 
Self-governance， Social Capital， Social Networks， and Local Governance based on 
The First National Survey ofThirty Thousand Associations 
Yutaka TSUJINAKA (Chair， Doctoral Program in Intemational and Advanced Japanese 
Stlldies， Professor， University ofTsukllba， Japan) 
Robert PEKKANEN (Chair， Japan Studies Program， Associate Professor， The HemγM. 
Jackson School of1nternational Studies University of Washington 
Seattle， U.S.A.) 
Hidehiro YAMAMOTO (Researcher， Doctoral Program in lnternational and Advanced 
Japanese Stlldies， University ofTsllkllba， Japan) 
This book probes the relationship between neighborhood associations (ト~HAs) and 
local governance in Japan， and the general relationship between civil society 
organizations and the state. Japan is home nearly 300，000 neighborhood associations 
(NHAs)， variollsly called in Japanese jichikai， chonaikai， kukai， among other names. 
NHAs are key elements in constructing local governance. They cooper割eclosely with 
local government， involve the active participation of tens of l1illions of citizens， foster 
social capital， provide Jocal services directly， and se1've as the nexus fo1' netwo1'ks of 
local organizations. At the same time， this astounding ubiquity of NHAs makes them 
Japan 's 110St nllmerous fo1'm of civil society organization. NHAs are also the 110st 
comprehensive; in formal membe1'ship they encompass a la1'ge majority of Japanese 
citizens. An eye-popping 98% of the local governments reported their collabOJ前 ion
with these associations in their daily work. In real ways， NHAs are at the core 01' local 
govemance in Japan. Of course， such a study inevitably also raises questions of the 
relationship between government and civil society groups， and we conclude that civil 
society g1'oups working in close cooperation with the state can contribute mightily to 
governance without losing their civil society character. 
We found that NHAs contribute to governance in four ways. First， NHAs serve as 
vehicles for the creatlon and sustenance of social capital. Second， NHAs function as a 
nexus or hub for local organizations， including both oftshoots such as Elderly Persons' 
Groups (ro)・inkai)and Children's Groups (kodomokai) and a broader variety of local 
groups such as NPOs， firefighters， and social welfare groups. Third， NHAs support local 
government activities through information dissemination and coordination. Fourth， 
NHAs themselves engage in some direct service provision. 
256 
We a1so found patterns ¥vithin these re1ationships. For examp1e， urban and rural 
NHAs can contribute to governance in distinctly different manners. Small rura1 NHAs 
are effective at promoting social capital. However， they do not have the sca1e， or 
iinancial resources， towork in wel1are provision 01' to coordinate effective1y with 10cal 
social welfare groups. These NHAs typically have greater leve1s of general participation 
and more democratic leader叶1ipselection procedllres. On the other hand， large llrban 
NHAs are not as effective at promoting social capital， blt they do have the scale and 
resources to work with a lan!e number of local onwnizations in order to more b'" ....~A.... .....，_... ... ，"'...... "-JAb 
effectively provide services. Such NHAs tend to be characterized by higher levels 01' 
organizational oligarchy. These alternative paths to contributing to local govemance 
highlight the diversity of NHAs across Japan， and the need tor a national-level study 
sllch as this one. 
Previous studies ofNHAs have been burdened by scale. The large number ofNHAs 
and their smaJl scale made them difticult to study as a group. Previolls analyses relied 
on case studies or small scale regional surveys. These have been immensely valuable in 
building our knowledge ofNHAs. However， they need to be sllpplemented by a national 
level study， otherwise we cannot assess questions of regional variation. Moreover， a 
national level study provides greater insight into the questions of contTibutions to local 
governance， because we can also take advantage 01' variation provided by differing 
patterns of local administration cooperation. Because of the immense financial and 
logistical difticulties involved， no nation-wide survey had been attempted until the JIGS 
(Japan Interest Group Study) team conducted this survey of more than 33，000 NHAs. 
With a response of over 18，000 NHAs (55% response rate)， we have at last a solid base 
for a national-level study. As expected， regional patterns did emerge. For example， 
NHAs in Chugoku and Shikoku are smaller in scale than those in the rest ofthe country. 
Nearly half (46%) ofNHAs in these regions number fewer than 50 households. 
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